
補助対象者 → 市 

第７号様式(第１５条関係) 

年  月  日 

(提出先) 

平塚市長 

 住   所 

 申請者氏名 

 電   話 

 メ ー ル 

 

敷地共同化推進事業補助金交付申請書 

 

 平塚市共同化推進事業補助金の交付を受けたいので、平塚市敷地共同化推進事業支援制

度要綱第１５条の規定により、関係書類を添えて次のとおり提出します｡ 

 

太枠内のみご記入ください。 年度 年度（ 回目） 事業番号  

交付申請額      円（既交付額   円／200,000 円） 

事業開始予定日   年  月  日 

事業の目的  

添付書類 

(①～⑦は必須) 

□ ①予定区域図 

□ ②事前相談票 

□ ③平塚市暴力団排除条例に係る誓約書（別紙１） 

□ ④土地、建物等の権利関係がわかるもの（登記簿謄本等） 

□ ⑤事業計画書 

□ ⑥敷地共同化に係る権利者名簿 

□ ⑦対象経費に係る申請内訳 

□ ⑧その他市長が必要と認める書類 

【注意事項】 

本市では、平成 23 年７月１日から平塚市暴力団排除条例（以下「条例」という。）を施行し

ており、第３条、第５条に基本理念、市民及び事業者の役割を規定しています。これに則り第

８条の規定により暴力団を排除しようとする場合において必要があると認めるときは、神奈川

県警察本部長に意見を聴く場合があります。



補助対象者 → 市 

第７号様式 

別紙１ 

年  月  日 

(提出先) 

平塚市長 

 

 住   所 

 誓約者氏名 

 

 

平塚市暴力団排除条例に係る誓約書 

 

 

 平塚市敷地共同化推進事業支援制度の利用にあたり、誓約者は、次に掲げる者には該当

しないことを誓約します。 

 

 

 

 

１ 平塚市暴力団排除条例（平成２３年条例第９号）第２条第３号に定める暴力団 

２ 同条第４号に定める暴力団員等 

３ 同条第５号に定める暴力的経営支配法人等 

４ １～３に掲げる者と密接な関係を有すると認められる者 

５ 神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５号）第２３条第１項又は第

２項に違反している事実がある者 

  



補助対象者 → 市 

第７号様式(第１５条関係) 

●●年●●月●●日 

(提出先) 

平塚市長 

 住   所 平塚市浅間町９－１ 

 申請者氏名 平塚 太郎 

 電   話 ０４６３－２３－１１１１ 

 メ ー ル machi-j@city.hiratsuka.kanagawa.jp 

 

敷地共同化推進事業補助金交付申請書 

 

 平塚市共同化推進事業補助金の交付を受けたいので、平塚市敷地共同化推進事業支援制

度要綱第１５条の規定により、関係書類を添えて次のとおり提出します｡ 

 

太枠内のみご記入ください。 年度 年度（ 回目） 事業番号  

交付申請額  200,000 円（既交付額  0 円／200,000 円） 

事業開始予定日  20XX 年 8 月 1 日 

事業の目的 例）敷地の共同化等による再開発等の調査研究、広報活動を行う。 

添付書類 

(①～⑦は必須) 

■ ①予定区域図 

■ ②事前相談票 

■ ③平塚市暴力団排除条例に係る誓約書（別紙１） 

■ ④土地、建物等の権利関係がわかるもの（登記簿謄本等） 

■ ⑤事業計画書 

■ ⑥敷地共同化に係る権利者名簿 

■ ⑦対象経費に係る申請内訳 

□ ⑧その他市長が必要と認める書類 

【注意事項】 

本市では、平成 23 年７月１日から平塚市暴力団排除条例（以下「条例」という。）を施行し

ており、第３条、第５条に基本理念、市民及び事業者の役割を規定しています。これに則り第

８条の規定により暴力団を排除しようとする場合において必要があると認めるときは、神奈川

県警察本部長に意見を聴く場合があります。

記入例  



 

第７号様式 

別紙１ 

●●年●●月●●日 

(提出先) 

平塚市長 

 

 住   所 平塚市浅間町９－１ 

 誓約者氏名 平塚 太郎 

 

 

平塚市暴力団排除条例に係る誓約書 

 

 

 平塚市敷地共同化推進事業支援制度の利用にあたり、誓約者は、次に掲げる者には該当しな

いことを誓約します。 

 

 

 

 

１ 平塚市暴力団排除条例（平成２３年条例第９号）第２条第３号に定める暴力団 

２ 同条第４号に定める暴力団員等 

３ 同条第５号に定める暴力的経営支配法人等 

４ １～３に掲げる者と密接な関係を有すると認められる者 

５ 神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５号）第２３条第１項又は第２項

に違反している事実がある者 

記入例  


